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中学生の地域合唱クラブ活動に関するガイドライン 

一般社団法人全日本合唱連盟 

「中学生の地域合唱クラブ活動に関するガイドライン」の趣旨 

日本の合唱活動は、1860 年代に西洋音楽が本格的に導入されて以来、今日に至るまでの年月をかけて、

学校教育、地域の繋がりや福祉、多様なスタイルの楽曲創作や演奏など、様々な場面や年代層で愛さ

れ、育まれてきました。精神的に豊かな時代を作ってきた礎のひとつであると言っても過言ではないで

しょう。 

中学生の合唱部活動も、合唱を通じて、お互いの個性を尊重しつつ豊かな心身と感性を育み、文化芸術

への親しみを実現する活動です。学校部活動は教育目標を達成するための手だての一つでありますが、

単なる技術の向上や勝ち負けを目的としたものではなく、部活動を通して自分自身を見つめたり、人と

の関り方やよりよい集団の充実を目指そうとしたりするなど、人間教育として大きな役割を担ってきま

した。生徒たちはこれらの経験を通して、充実感や達成感などを味わってきました。その学校部活動が

地域移行となっても、不易なものとなるべき人間教育、そして何よりも音楽の楽しさ、人と人が集まっ

て歌い合わせる喜びを、地域で育んでいかなければなりません。 

地域クラブ活動を担うのは、運営者と指導者です。地域クラブ活動は、それぞれの地域で、条件や方法

も様々ですが、試行錯誤の中で一歩を踏み出そうとしています。音楽を愛する仲間が、この活動に積極

的に関わってくださること、そして学校部活動から地域クラブ活動への移行が持続的、発展的な活動と

なることを願っています。 

地域クラブ活動においても、合唱部活動の意義や目的が形骸化されないよう、十分留意しなければいけ

ません。地域で中学生の合唱活動を担う組織や指導者は、運営・指導する対象が義務教育課程に在籍す

る中学生であることを十分に自覚し、運営・指導の安全・安心・ガバナンス統治に万全を期すと同時

に、市区町村の教育委員会、中学校、保護者と常に連携して運営・指導を行うことが求められます。 

この中学校の地域合唱クラブ活動に関するガイドライン（以下「本ガイドライン」）は、一般社団法人全

日本合唱連盟が設立以来取組んできたコンクールやフェスティバル、セミナー、ワークショップ、合唱指

導者講習会などの事業を通じて構築した合唱活動の運営や指導の基本を、文化庁が推進する中学校部活

動の地域移行に当てはめ、今後、地域で中学生の合唱活動（以下「地域合唱クラブ活動」という）を担う

組織や指導者が、地域合唱クラブ活動を運営・指導する際に留意もしくは厳守いただきたい事項を示すも

のです。 

https://jcanet.or.jp/index.html
m-konishi
テキストボックス
参考資料６



2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝＝目 次＝＝ 

 

◆はじめに 

 

第１章：総則 

1.ガイドラインの目的 

2.用語の定義 

3.地域合唱クラブ活動の運営・指導の基本 

4.コンプライアンス遵守の徹底 

5.中学校教育課程の理解 

 

第 2章：中学生合唱クラブ活動の運営 

1. 運営の基本 

2. コンプライアンスの徹底 

3. 重大事故防止に向けた安全対策 

4. 健康面の留意事項 

5. 教育委員会及び学校との連携 

6. 日常活動の対応 

7. コンクールやイベントの対応 

8. 著作権の対応 

 

第 3章：中学生合唱クラブ活動の指導 

1. 指導者に求められる資質 

2. 技術指導の留意点 

3. 指導者自身のスキル向上策 

 

◆おわりに 



3 
 

 

◆はじめに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 本ガイドラインは、前述した経緯や動向をふまえ、現時点で考えられる地域合唱クラブ活動の指針を示す

ものです。地域で地域合唱クラブ活動を担う組織や指導者は、本ガイドラインを目安に運営・指導を行っ

てください。 

 学校合唱部活動においても、必要に応じて本ガイドラインを参照してください。 

◆ 文化庁は、「令和 5 年度から令和 7 年度までの 3 年間を改革推進期間」として、公立中学校部活動の「休

日における地域の環境整備を着実に推進」することを掲げています。また地域クラブ活動の取組みも、地

域によって千差万別です。本ガイドラインも、文化庁の方針や地域の実情等に応じて、今後も改定を重ね

ていくことになりますので、ご留意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

中学校部活動の地域移行に至る経緯 

 中学校の部活動は、これまでは学校教育の一環として学校教員が顧問を務めて指導運営し、必要に応

じて部活動指導員や外部指導員がその指導運営を補完する体制で継続されてきました。しかし教員の

働き方改革や少子化などの問題が顕在化し、中央教育審議会「新しい時代の教育の向けた持続可能な

学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について（答申）

（平成 31 年 1 月 25 日）」、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部

を改正する法律（令和元年 12 月 11 日法律第 72 号）」付帯決議及び、文部科学省の令和 2 年 9 月 1 日

付け事務連絡「「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」の送付について」により 2023

（令和 5）年度以降、休日の部活動の段階的な地域移行を図るとともに、休日の部活動の指導を望ま

ない教師が休日の部活動に従事しないことが示されました。 

文化庁や都道府県の動向 

 前記の答申、特措法改正の附帯決議、文部科学省事務連絡に基づき、スポーツ庁と文化庁は、2022（令

和 4）年 12 月に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」

（以下「部活動ガイドライン」という。）を策定し、公立の中学校の生徒の活動を主な対象に、休日に

おける学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行について、2023（令和 5）年度から 2025（令

和 7）年度までの 3 年間を改革推進期間と位置付け、地域の実情等に応じて可能な限り早期の実現を

目指すことを示しました。 

 都道府県の教育委員会は、スポーツ庁と文化庁の部活動ガイドライン等を受けて、中学校部活動の地

域移行のためのガイドライン・方針・手引き等を策定・検討しています。 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/079/sonota/1412985.htm
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/079/sonota/1412985.htm
https://www.mext.go.jp/content/20200206-mxt_zaimu-100002245_2.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20200206-mxt_zaimu-100002245_2.pdf
https://www.bunka.go.jp/seisaku/geijutsubunka/sobunsai/pdf/92497901_04.pdf
https://www.bunka.go.jp/seisaku/geijutsubunka/sobunsai/93813101.html
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第１章 総 則 

 

 

１．ガイドラインの目的 

 「中学生の地域合唱クラブ活動に関するガイドラインの趣旨」でも明示したとおり、本ガイドライン

は、中学生（義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程、特別支援学校中学部を含む。以下同じ）

の地域合唱クラブ活動に係る地方公共団体や運営・実施主体、指導者、保護者など、地域合唱クラブ

活動の運営や指導、中学生の管理・監督に携わる全ての関係者に向けて策定されたものです。 

 前記全ての関係者は、地域合唱クラブ活動に参加する中学生の自主的かつ自発的な意思を尊重し、中

学生が合唱を通じて豊かな感性を育み、活動を共にする仲間と協働しながら活動を行うことができ

る環境を整備し維持するようお願いいたします。 

 本ガイドラインを参照いただき、持続可能な地域合唱クラブ活動を発展させていただくことが一番

の目的です。 

 

２．用語の定義  

本ガイドラインの用語は、以下のとおり定義します。なお、この定義は、基本的に「学習指導要領」および

スポーツ庁・文化庁が定めた「部活動ガイドライン」に基づくものです。 

(1)活動 

学校部活動：学校が教育課程外の学校教育の一環として行う部活動で「学校教育」の範疇である 

地域クラブ活動：学校教育ではなく、学校と地域との連携・協働＝地域移行による中学生の文化芸術活

動として行われるクラブ活動で「社会教育」の範疇である 

学校合唱部活動：合唱を主とする学校部活動 

地域合唱クラブ活動：合唱を主とする地域クラブ活動 

(2)運営主体・実施主体 

運営・実施主体：地域合唱クラブ活動を企画・運営、統括、実施する組織（株式会社、一般社団法人や

公益社団法人等の特殊法人、特定非営利法人、任意団体等を問わない）の総称 

(3)指導者 

指導者：地域クラブ活動で技術や運営等を指導する者（部活動指導員や外部指導者を含む）の総称 

部活動指導員：学校教育法施行規則第 78 条の 2 および学校の教育計画に基づき、生徒の自主的、自発的

な参加により行われるスポーツ、文化、科学等に関する教育活動（学校の教育課程とし

て行われるものを除く）である部活動において、校長の監督を受け、技術的な指導に従

事する者。基本的に学校部活動の指導に当たるが、地域合唱クラブ活動を指導する場合

においては、本ガイドラインを遵守することが望ましい 

外部指導者：学校部活動である学校の管理下で、基本的には教員等顧問の指示の下で指導する者。基本

的に学校部活動の指導に当たるが、地域合唱クラブ活動を指導する場合においては、本ガイ

ドラインを遵守することが望ましい 

(4)地域連携と地域移行 

地域連携：学校部活動が合同部活動や部活動指導員等の適切な配置により生徒の活動機会を確保するこ

とで、学校教育法上の「学校教育」の範疇である。 

地域移行：学校と連携して行う地域クラブ活動を、地域の多様な主体が実施することで、社会教育法上

の「社会教育」の範疇である。 

(5)学校等 

学校：地域クラブ活動に参加する中学生が所属する中学校で、国公立・私立を問わない 

https://www.mext.go.jp/content/20230120-mxt_kyoiku02-100002604_02.pdf
https://www.bunka.go.jp/seisaku/geijutsubunka/sobunsai/93813101.html
https://laws.e-gov.go.jp/law/322M40000080011
https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000026
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地方公共団体：地方自治法に定める地方公共団体で、教育委員会のみならず社会教育や文化振興に関す

る全ての部署を含む総称 

(6)参加者等 

参加者：地域クラブ活動に参加する中学生の総称 

保護者：参加者の保護者 

 

３．地域合唱クラブ活動の運営・指導の基本 

(1)活動の位置付け 

 現在、地域クラブ活動は、2025（令和 7）年度までの改革推進期間にあるため、平日の学校部活動と休日

の地域クラブ活動の併存、平日と休日での学校部活動の地域連携など活動の位置付け（活動形態）は様々

で、地域による違いもあります。このため、地域合唱クラブ活動の運営・実施主体及び指導者は、参画

している地域合唱クラブ活動が、どのような位置づけなのかを十分に理解し、活動が準拠する法令等や

教育上の位置付けを踏まえた適切な活動を実施しなければなりません。 

 例えば休日のみ地域クラブ活動として運営・指導する場合は、平日の活動を担う学校とその顧問教諭や

部活動指導員、外部指導者と綿密な意思疎通と指導方針・方法の共有を徹底するなどの配慮が必要です。 

(2)連携の必要性 

 地域合唱クラブ活動の運営・実施主体及びその指導者は、地域合唱クラブ活動を行う地域の地方公共団

体及び学校と緊密に連携し、さらに参加する中学生の保護者とも意思疎通を図りながら、地域合唱クラ

ブ活動を運営・指導してください。 

 運営・指導に際しては、参加する中学生の自発的かつ自主的な意思を十分に把握・尊重し、運営方針や

運営計画を策定し、学校や参加者・保護者等に、周知しなければいけません。 

(3)指導のポイント 

 地域合唱クラブ活動は、参加者の自発的かつ自主的な意思により運営・実施されなければなりません。 

 地域合唱クラブ活動の運営・実施主体及び指導者は、参加者が取組みたい活動内容や目標に即して、運

営方針や運営計画を策定し、指導に生かすことが求められます。 

 いかなる場合であっても、地域合唱クラブ活動が、運営・実施主体及び指導者の実績作りの場とならな

いように自覚し留意することが求められます。 

 

４．コンプライアンス（compliance）遵守の徹底 

第２章と第３章で詳述するとおり、地域合唱クラブ活動の運営・実施主体及び指導者は、自覚を持ってコ

ンプライアンス遵守を徹底することが必須です。 

 

５．中学校教育課程の理解  

 地域合唱クラブ活動の運営・実施主体及び指導者は、教育基本法及び学校教育法と同施行規則や同法施行

令、中学校学習指導要領の趣旨をしっかりと理解し、活動に取組んでください。 

 法令や施行規則、学習指導要領は、学校部活動において遵守されるものですが、地域クラブ活動において

も、中学生を指導することをふまえ、これらの法令や施行規則、学習指導要領の内容を十分に理解し、準

拠して活動することが求められます。 

(1) 教育基本法 

 教育基本法では、第１条（教育の目的）で「教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社

会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない」

と目的を明示した上で、第 2 条で教育の目標として以下の五点を挙げています。 

 

https://laws.e-gov.go.jp/law/418AC0000000120
https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000026
https://laws.e-gov.go.jp/law/322M40000080011
https://laws.e-gov.go.jp/law/328CO0000000340
https://laws.e-gov.go.jp/law/328CO0000000340
https://www.mext.go.jp/content/20230120-mxt_kyoiku02-100002604_02.pdf
https://laws.e-gov.go.jp/law/418AC0000000120
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 そして第 5 条第 2 項で義務教育の目標を、「各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生

きる基礎を培い、また、国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養うこと」と規定し

ています。 

 さらに、第 12 条第 1 項目で社会教育について、「個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行わ

れる教育は、国及び地方公共団体によって奨励されなければならない」と規定し、同条第 2 項で「国及

び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の施設の利用、学習の

機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めなければならない」と規定して

います。 

(2) 学校教育法及び同法施行令・同施行規則 

 学校教育法第 2 章では、義務教育を規定し、第 5 章で中学校、第 5 章の２で義務教育学校について規定

しています。 

 同法第 21 条では、教育基本法第 5 条第 2 項の目標を実現するため、下記事項の目標達成を規定してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 学校教育法施行規則では、第 5 章（第 69 条から第 79 条）で「中学校」、第 5 章の 2（第 79 条の 2 から

一 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うとともに、健やか

な身体を養うこと。 

二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律の精神を養うとともに、職業

及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態度を養うこと。 

三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の精神に基づき、主体的に社会

の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 

四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに、他国を尊重し、国際社

会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 

 

一 学校内外における社会的活動を促進し、自主、自律及び協同の精神、規範意識、公正な判断力並びに公

共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。 

二 学校内外における自然体験活動を促進し、生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態

度を養うこと。 

三 我が国と郷土の現状と歴史について、正しい理解に導き、伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんでき

た我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、進んで外国の文化の理解を通じて、他国を尊重し、国際社

会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 

四 家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎的な理解と技能を

養うこと。 

五 読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能力を養うこと。 

六 生活に必要な数量的な関係を正しく理解し、処理する基礎的な能力を養うこと。 

七 生活にかかわる自然現象について、観察及び実験を通じて、科学的に理解し、処理する基礎的な能力を

養うこと。 

八 健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに、運動を通じて体力を養い、心身の調和的

発達を図ること。 

九 生活を明るく豊かにする音楽、美術、文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を養うこと。 

十 職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択する能力

を養うこと。 

 

 

https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000026
https://laws.e-gov.go.jp/law/328CO0000000340
https://laws.e-gov.go.jp/law/322M40000080011
https://laws.e-gov.go.jp/law/418AC0000000120
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第 79 条の 10）で「義務教育学校」を、第 7 章（第 105 条から第 117）条で「中等教育学校」を、また学

校教育法施行令の第 1 章で就学義務を、それぞれ規定しています。 

(3)学習指導要領 

 教育課程の基準として、学校教育法施行規則第 74 条に基づき、文部科学大臣は「中学校学習指導要領

（平成 29 年告示）」（以下「中学校学習指導要領」）を公示しています。 

 中学校学習指導要領では、学校部活動について「生徒の自主的、自発的な参加により行われる部活動に

ついては、スポーツや文化、科学等に親しませ、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養等、学校教育

が目指す資質・能力の育成に資するものであり、学校教育の一環として、教育課程との関連が図られる

よう留意すること」（第 1 章第 5 の 1 のウ）とされています。 

 運営・実施主体及び指導者は、現在公示されている「中学校学習指導要領」の「総則」で中学生を指導

する上での留意事項を、第 5 節「音楽」及び「中学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説 音楽編」で、

中学生を指導することの意味と教育課程で中学生が学んでいる音楽科の目標と内容を、それぞれ確実に

把握して地域合唱クラブ活動に取組んでください。 

 さらに、「中学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説 総則編」第 3 章では、現在の学校部活動の位置付

けや留意点が解説されているので、地域クラブ活動に取り組む上でよく理解し活動に反映させてくださ

い。 

 

 

 

第２章：中学生合唱クラブ活動の運営 

 

 

本章では、地域合唱クラブ活動の運営・運営主体の運営に関する事項を整理します。 

 

1. 運営の基本 

運営・実施主体及び指導者（部活動指導員、外部指導者を含む）は、地域合唱クラブ活動を運営する上

で、本章に規定する事項を常に遵守し、適切な運営のための方針や体制、規約等を整備すること等が重要

です。 

(1)運営方針と運営計画 

 運営・実施主体は、活動する都道府県や市区町村が定める学校部活動の運営に関する方針、学校の教育

計画、地域クラブ活動に関する指針やガイドラインのほか、適切な休養日や活動時間の設定、障がいの

有無にかかわらず誰もが一緒に参加すること等を理解した上で、地域合唱クラブ活動の運営方針と年間

の運営計画を策定しなければなりません。 

 運営方針と運営計画は、参加者の自発的かつ自主的な意向が確実に反映されていなければいけません。

その上で基本姿勢を明確に示し、指導員を配置し、日常の活動、コンクール・イベント・演奏会などの

年間計画を綿密に策定して取り組むことが不可欠です。 

 運営方針や運営計画には、参加者の発達段階や技術等の習得状況、障がいの有無など、参加者の実情を

十分に把握し、活動目標の設定や休養日の確保など、適切な方針と計画を策定することが重要です。 

 運営・実施主体は、運営方針と運営計画を、活動する地域の教育委員会や学校、参加者、保護者に周知

し、説明責任を果たすことが必要です。 

(2)運営の留意点 

 運営・実施主体は、運営方針や運営計画の実施状況、問題点の把握と改善、次年度への反映などのＰＤ

ＣＡサイクル（計画・実行・評価・改善）を確実に実施し、参加者主体の適正な運営に努めなければな

https://www.mext.go.jp/content/20230120-mxt_kyoiku02-100002604_02.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20220419-mxt_kyoiku02-100002608_06.pdf
https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2019/03/18/1387018_001.pdf
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りません。 

 運営・実施主体は、運営方針や運営計画に基づく活動を行い、その収支報告や監査などの適正な会計処

理を行わなければなりません。 

 運営・実施主体は、指導者に指導者向けの知識や技術習得に関する研修や講習を必ず受講させ、指導者

の質の確保に努めなければなりません。 

 指導者は、運営方針や運営計画を確実に理解し、参加者の意向を把握した上で、運営方針や運営計画に

即した指導を行わなければいけません。この場合、運営・実施主体は、確実かつ適正な指導がなされて

いるか、参加者の自主性や自発性が考慮されているか、行き過ぎた指導が行われていないか等、指導者

を指導・監督することが必要です。 

(3) その他の基本事項 

 運営・実施主体及び指導者は、コンプライアンスに反する不適切な行為や不正行為、参加者や保護者に

不快感を与える行為、参加者の障がいの有無を起因とする差別等は絶対に行ってはなりません。また、

日常の活動や、コンクール・大会や公演などのイベント等を問わず、重大事故防止のための安全対策を

徹底するほか、参加者の健康にも十分に配慮して運営する必要があります。 

 地域クラブ活動でも、参加者が義務教育課程に在籍する中学生であることを踏まえ、活動する地域の教

育委員会や学校と密接に連携し、活動や運営方針・計画を共有することが求められます。 

 運営・実施主体は、指導者が参加者の自発的かつ自主的な活動への参加に留意して指導しているか、常

に監督する必要があります。 

 運営・運営主体は、自身が適切な管理運営がなされているか、把握に努めなければいけません。 

 運営・実施主体を設置する際には、運営・実施主体を指導・監督する組織を明確化して運営・実施主体

が適正な運営を行っているか、適切に監理しなければなりません。 

 運営・実施主体は、指導者に適切な報酬を支払うと共に、参加者の費用負担が最小限となるよう、適切

な会費設定に努めなければなりません。 

 

２．コンプライアンスの徹底 

 運営・実施主体及び指導者は、内部統制を確実に機能させると共に、コンプライアンスを徹底してくだ

さい。 

 運営・実施主体及び指導者は、適宜コンプライアンス講習を受講することが重要です。 

 運営・実施主体は、コンプライアンスが遵守されているか監理監督し参加者や保護者にその結果を報告

しなければなりません。 

 運営・実施主体及び指導者は、下記の行為は絶対に起こしてはなりません。 

(1) 体罰 

・学校教育法第 11 条で禁じられている体罰（傷害行為、危険な暴力行為、暴力行為など） 

(2) 不適切な指導 

 参加者に肉体的負担を与える有形力の行使、恐怖感や侮辱感、人権侵害等の精神的苦痛を与える不適切

な言動（総称して「暴言等」）、参加者の現況に適合していない過剰な指導（精神的・肉体的負担を与え

る、行き過ぎた指導）など） 

(3) 不適切な行為 

 参加者や保護者等との不適切な関係、立場を利用した不適切な行為（わいせつ行為等）、参加者や保護

者等を傷付けるような性的言動（セクシャル・ハラスメント）等 

 他者の目に触れにくい場所での個別指導、参加者等に対する不必要な身体接触、指導者の自宅等に迎え

入れたり、自家用自動車に同乗させる行為、許可なく参加者の自宅を訪問する行為、携帯電話等のメー

ルやソーシャル・ネットワーク・サービス（ＳＮＳ）等を参加者や保護者との私的連絡の手段に利用す

https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000026
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る行為 

 正当な理由無く、また参加者と保護者の承諾を得ずに、指導風景や参加者の画像をソーシャル・ネット

ワーク・サービス（ＳＮＳ）等にアップし、もしくは拡散させる行為 

(4) 個人情報の流出 

 運営・実施主体や指導者が知り得た個人情報を、漏洩させる行為 

 運営・実施主体や指導者が知り得た個人情報を、不適切に使用する行為 

 

３． 重大事故防止に向けた安全対策 

 運営・実施主体および指導者には、参加者の生命・身体の安全を確保するために必要な指導および監督

を行う義務があります。このため、潜在的な危険を早く発見して取り除く配慮、潜在的な危険が重なり

合わないようにする配慮、二次的な事故にならないようする配慮等の安全配慮義務を徹底してくださ

い。 

 運営・実施主体は、施設・設備、用具・器具等の安全点検を日常的、定期的、計画的、臨時的に確実に

実施することが重要です。また次節に明記するとおり、参加者の健康管理に対する配慮も重要です。 

 万一、事故が発生した場合は、参加者の生命を守り、負傷の悪化を最小限に抑えるため、速やかに適切

な応急手当が行われなければなりません。このため連絡通報体制や救急体制を指導者に周知し、運営・

実施主体と指導者、参加者と保護者の共通理解を図ることが大切です。 

 地域合唱クラブ活動においても、学校外の施設の利用、コンクール等のイベント参加等で、移動や施

設・設備の利用等が発生します。このため運営・実施主体は、運営計画書に連絡・通報体制等を明記す

ると共に、指導者に周知徹底することが重要です。 

 地域合唱クラブ活動での施設利用や移動等では、必要に応じて保険に加入する等、万一の事故に備えた

対策を講じる必要があります。 

 

４． 健康面の留意事項 

 運営・実施主体は活動計画に参加者の心身の健康管理に係る内容を必ず明記し、定期的かつ計画的に参

加者の健康状態を確認・把握し、その時々の状況に応じて練習内容や方法を工夫することが大切です。 

 指導者は、活動を行う際に、熱中症、感染症など参加者の体調確認を確実に行い、無理のない指導を行

うことが大切です。（参考 感染症に配慮した合唱活動の手引き） 

 

５． 教育委員会及び学校との連携 

 地域合唱クラブ活動は、社会教育と位置付けられますが、運営・実施主体と指導者は、中学生が参加す

る実情を踏まえて、活動する地域の教育委員会や参加者の所属する学校と緊密に連携し、運営方針や運

営計画は双方が共有すると同時に、学校の教育目標を理解し、教育委員会や学校の教育方針に見合った

指導を行うことが重要です。 

 教育委員会や学校は、地域合唱クラブ活動の趣旨と目的を理解した上で、文化芸術の振興の観点からも

その活動の自主性を尊重して連繋することが望ましいでしょう。 

 学校合唱部活動に従事する教員が、地域合唱クラブ活動での活動も希望する場合は、兼業兼職を届出て

活動することになります。この場合、申出を受けた学校長や教育委員会は、申出者の意向を尊重し、迅

速かつ適切に兼業兼職を認め、支援することが望まれます。 

 運営・実施主体は、年間の運営方針・運営計画を教育委員会と学校に報告し、アドバイスや要望を受け

た場合は、運営方針・運営計画に反映させることが求められます。その上で、活動の実施状況を定期的

に報告すると共に、事故やトラブルが発生した場合は速やかに報告するなど、双方の意思疎通と活動状

況の共有を図ってください。 

https://jcanet.or.jp/news/chorustaisaku-tebiki.jpg
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６． 日常活動の対応 

 日常の活動は、運営方針・運営計画に基づき実施し、常に参加者の意向が反映されるよう工夫を施すこ

とが必須です。そのためには、運営・実施主体と指導者は、参加者がどのような活動を希望しているの

かを確認しながら、教育委員会や学校、使用する施設と密接に連携し活動を行う必要があります。 

 日常の活動においては、前述したコンプライアンスの徹底、事故防止に向けた安全配慮、健康面への留

意事項を励行してください。 

 指導者は、第 3 章で整理する技術指導に必要な知識やスキルを習得し、日常活動に反映させることが求

められます。 

 

７．コンクールやイベントの対応 

 コンクールやイベント等に参加する場合は、運営・実施主体と指導者は、参加者の意向を踏まえて、コン

クールやイベント等の参加の趣旨と目標を明確に提示し、行き過ぎた指導のないように適切な指導と日常

活動を実践しなければなりません。 

 コンクールやイベント等に参加する際は、引率の責任を明確にし、安全配慮義務に万全を期さなければい

けません。万一、事故やトラブルが発生した場合は、通報連絡等の対応を迅速に実施する必要があります。 

 

８． 著作権の対応 

 地域合唱クラブ活動の運営・実施主体と指導者は、活動に係る著作権について、著作権法を理解し、楽

譜の適切な使用、演奏や録音での許諾など、著作権を侵害することのないよう適切な対応を講じなけれ

ばなりません。 

 特に、楽譜は必ず購入することと併せ、楽曲を著作権者の許諾無く改変する行為、録音や録画を運営・

実施主体や指導者のホームページやソーシャル・ネットワーク・サービス（ＳＮＳ）に著作権の処理を

行うことなく無断掲載や転載する行為、録音や録画物の無断複製など、著作権を侵害しないよう注意す

ることが必要です。 

 地域合唱クラブ活動では、著作権法第 35 条は適用されないことが多いので、注意する必要があります。 

 

 

 

第３章：中学生合唱クラブ活動の指導 

 

 

1. 指導者に求められる資質 

 地域合唱クラブ活動は、合唱活動を通じて、参加者が仲間と音楽を創造する喜びを体感し、豊かな感性と

情操を育むこと、また地域や指導者、参加者の相互の理解と寛容を育むことが目的です。運営・実施主体

と指導者は、この目的を理解し、参加者や保護者との意思疎通を徹底して活動を実践することが求められ

ます。 

 特に指導者には、合唱のみならず、指導の前提となる文化芸術や教育への深い造詣が求められます。 

 運営・実施主体は、指導者の資質を見極め、指導者は、地域合唱クラブの目標・目的に適合した指導を心

がけなければなりません。 

 指導者は、参加者の自主性と自発性を尊重すると同時に、参加者の障がいの有無も考慮して、その意向を

活動や指導に反映させる必要があります。 

 指導者は、地域合唱クラブ活動を自らの実績づくりの場とすることを厳に慎み、参加者のための指導に専

念しなければなりません。 

https://laws.e-gov.go.jp/law/345AC0000000048
https://laws.e-gov.go.jp/law/345AC0000000048#Mp-Ch_2-Se_3-Ss_5-At_35
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 指導者は、コンプライアンス遵守やハラスメント・体罰の根絶、安全配慮義務を自覚して指導することが

求められます。 

 

2. 技術指導の留意点 

合唱の技術指導では、以下の点に留意することが求められます。 

 運営計画や指導方針を参加者と共有し、参加者の発達段階や技能・体力の程度に応じた適切な指導を行

うことが大切です。 

 変声期及び変声前後の声の変化に留意し、変声期の参加者については、適切な声域と声量での発声指導

に留意する必要があります。 

 すなわち、学習指導要領に規定する音楽科の目的や指導内容を踏まえた指導が求められます。 

 技術指導においては、適切な休憩を確保し、予め決められた活動時間を厳守し、行き過ぎた指導となら

ないように注意する必要があります。 

 選曲においては、参加者の意思を尊重し、指導者の考えを押し付けることなく、参加者の発達段階に応

じた適切で価値ある選曲を心がけることが大切です。 

 

3. 指導者自身のスキル向上策 

(1) 運営マネジメントのスキル 

 指導者は、指導する地域合唱クラブ活動の運営方針を正確に理解したうえで、技術指導するスキルが求

められます。このため、運営・実施主体は、地域の教育委員会と連携して、指導者に教育委員会等が実

施するコンプライアンスやハラスメント防止に関する研修を受講させることが必要です。 

 地域の教育委員会等がコンプライアンスやハラスメント防止に関する研修を実施していない場合には、

運営・実施主体が主催して、指導者にこれらの研修を受講させることが求められます。 

 また指導に関わっている地域や地域合唱クラブ活動の状況を的確に把握して、指導方針等を常に教育委

員会や学校、参加者や保護者と共有して、参加者のためになる指導を心がけてください。 

(2) 技術指導のスキル 

 運営・実施主体は、指導者の技術指導スキル向上のための取組みを理解し支援すると同時に、指導者は、

常に音楽を始めとする文化芸術への造詣を深め、技術指導のスキルを向上させる必要があります。 

 このため、一般社団法人日本合唱指揮者協会などの合唱や音楽関係団体が行うセミナー・講習やワーク

ショップなどに積極的に参加して、音楽を始めとする文化芸術への造詣や技術指導のスキル向上策を意

識することが望まれます。 

 指導者は、常に指揮法や合唱演奏に必要な知識、選曲に資する音楽作品の知識などの習得に努め、自身

の音楽性の向上を心がけることが求められます。 

 

以上 
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◆おわりに 
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一般社団法人全日本合唱連盟 

 

 中学生の部活動は、地域連携として取組むのか、それとも地域移行として取組むのか、さらに運営・

実施主体をどのように設置し、指導者やその「質」をどのように確保していくのか、またその財源は

どのように確保し充当するのか、地域の特性や事情によってそれぞれに異なります。地域の特性や

実情に応じて、中学生のための学校合唱部活動や地域合唱クラブ活動が実践されることが求められ

ます。 

 学校合唱部活動もしくは、地域合唱クラブ活動の運営・実施主体や指導者は、文化庁や地方公共団体

が定めたガイドラインを遵守することが大切です。そのうえで、地域合唱クラブ活動の運営・実施主

体や指導者は、本ガイドラインを遵守し、活動や指導を実践することを心がけてください。また合唱

部活動においても、必要に応じて本ガイドラインを参照してください。 

 地域合唱クラブ活動の運営・実施主体及び指導者は、常に参加者本位を意識し、参加者の意向を踏ま

えた活動を実践してください。 

 一般社団法人全日本合唱連盟は、その地域の実情に即した地域合唱クラブ活動を通じて、中学生が

文化芸術に接し、感じる機会を創出することが何よりも重要と認識しています。地域合唱クラブ活

動が、持続可能なものとするため、また地域の文化芸術の振興に寄与する活動とするため、運営・実

施主体や指導者が、教育委員会や学校、参加者、保護者と協調しながら活動を継続し、深化させてい

くことを願っています。 

https://jcanet.or.jp/index.html



